
番号 日付 区分 設計歩掛表 ページ 内容 適用基準日

1 令和6年10月7日 訂正
設計標準歩掛表
（一般共通編）

Ⅱ-5-⑫-2 燃料消費量の訂正 061001

2
3-4.2-18
3-4.2-19

不足ページの追加

3
3-8-12
3-8-13

注意書きの追加

4
3-8-16
3-8-17

重複ページの削除

5 単-10 船員供用係数の訂正

6 単-13 供用１日当たり数量の訂正

7 Ⅳ-2-③-1 適用範囲の訂正

8 Ⅳ-7-⑩-6 損料表の訂正

9 訂正
業務関係積算基準及び標準歩掛表

【運用編】
運7-68
運7-93

交通規制設備の単位の訂正 061001

10 運1-16 伐採の作業費等の見積方法の追加

11 運1-18,19
一般貨物自動車運送事業に係る標準的な運賃

の改定

12 運6-41 安全監視船の施工コードの追加

13
設計標準歩掛表
（港湾編）

単-10 船員供用係数の改定

14
業務関係積算基準及び標準歩掛表

【運用編】
運10-1 地積測量図等作成業務委託基準単価の改定

15 Ⅰ-2-②-33 技術管理費積上げ項目の改定

16 Ⅰ-9-①-1,2 現場環境改善費の改定

17
設計標準歩掛表
（港湾編）

2－1－4 測量業務の諸経費率の改定

18 業務関係積算基準及び標準歩掛表 1-1-3 測量業務の諸経費率の改定

19
設計標準歩掛表

【運用編】
運1-3～運1-7 設計計上資材単価決定要領の改定

20 運12-2～運12-11 災害査定用測量設計業務の改定

21 運13-1～運13-11 砂防メンテナンス関係業務の改定

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

令和7年3月28日 改定

設計標準歩掛表
（一般共通編）

070401

業務関係積算基準及び標準歩掛表
【運用編】

令和7年1月8日
改定

設計標準歩掛表
【運用編】

070115

令和7年3月4日 改定 070315

令和６年度　山口県設計標準歩掛表　改定・訂正履歴

令和6年10月7日 訂正
設計標準歩掛表
（港湾編）

061001

令和6年10月17日 訂正
設計標準歩掛表

（道路編・電気（電気通信）編・河川編・機械設
備編）

061001



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県設計標準歩掛表（一般共通編）

新旧対照表

Ⅰ-2-②-33

第Ⅰ編
第２章 工事費の
積算
②間接工事費

1/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

新旧対照表

Ⅰ-9-①-1

第Ⅰ編
第９章 土木請負
工事における現
場環境改善費の
積算
①土木請負工事
における現場環
境改善費の積算

2/29

令和６年度 山口県設計標準歩掛表（一般共通編）

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

Ⅰ-9-①-2

第Ⅰ編
第９章 土木請負
工事における現
場環境改善費の
積算
①土木請負工事
における現場環
境改善費の積算

3/29

令和６年度 山口県設計標準歩掛表（一般共通編）

新旧対照表

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県設計標準歩掛表（港湾編）

新旧対照表

2－1－4

第３部 その他の
積算基準
第２編 測量・調
査等業務
1節 測量業務
2 積算価格の内
訳

4/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表

新旧対照表

1-1-3

設計業務等標準
積算基準書
第１編 測量業務
第１章 測量業務
積算基準
第１節 測量業務
積算基準

5/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県設計標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運1-3

第Ⅰ編 総則
第１章 総則
①設計書の作成
要領

6/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県設計標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運1-5

第Ⅰ編 総則
第１章 総則
①設計書の作成
要領

7/29

070401以降適用

※表記のみの変更。取扱に変更なし。



適用基準日：070401

頁 新 旧

8/29

令和６年度 山口県設計標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運1-6

第Ⅰ編 総則
第１章 総則
①設計書の作成
要領

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

運1-6

第Ⅰ編 総則
第１章 総則
①設計書の作成
要領

9/29

令和６年度 山口県設計標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

前項へ



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県設計標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運1-7

第Ⅰ編 総則
第１章 総則
①設計書の作成
要領

10/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運12-2

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第１章 災害査定
用測量設計業務
積算基準
第１節 災害査定
用測量設計業務
積算基準

11/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

運12-4

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第１節 測量業務
標準歩掛

12/29

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運12-5

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第１節 測量業務
標準歩掛

13/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

14/29

新旧対照表

運12-6

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第１節 測量業務
標準歩掛

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運12-7

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第１節 測量業務
標準歩掛

15/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

新旧対照表

運12-8

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第１節 測量業務
標準歩掛

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

16/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運12-9

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第１節 測量業務
標準歩掛

17/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運12-10

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第２節 設計業務
標準歩掛

18/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運12-11

第12編 災害査
定用測量設計業
務
第２章 災害査定
用測量設計業務
標準歩掛
第２節 設計業務
標準歩掛

19/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

新旧対照表

運13-1

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

20/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運13-3

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

21/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運13-4

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

22/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運13-5

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

23/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

新旧対照表

運13-6

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

24/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運13-7

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

25/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運13-8

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

26/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運13-9

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

27/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

新旧対照表

運13-10

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

28/29

070401以降適用



適用基準日：070401

頁 新 旧

令和６年度 山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表【運用編】

新旧対照表

運13-11

第13編 砂防メン
テナンス関係業
務
第１章 砂防メン
テナンス工事等
に伴う調査設計
業務委託歩掛
（案）

29/29

070401以降適用



 

Ⅰ-2-②-33 

２－７ 技術管理費 

(１) 技術管理費の積算 

技術管理費として積算する内容は次のとおりとする。 

１) 品質管理のための試験等に要する費用 

２) 出来形管理のための測量等に要する費用。 

３) 工程管理のための資料の作成等に要する費用 

４) １)～３)に掲げるもののほか，技術管理上必要な資料の作成に要する費用 

(２) 積算方法 

技術管理費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は，前記(1)の 1)，2)，3)のうち下記項目

とする。 

① 品質管理基準に記載されている試験項目（必須・その他）に要する費用 

② 出来形管理のための測量，図面作成，写真管理に要する費用 

③ 工程管理のための資料の作成等に要する費用 

④ 完成図，マイクロフィルムの作成及び電子納品等（道路工事完成図等作成要領に基づく電子納品を除く）

に要する費用 

⑤ 建設材料の品質記録保存に要する費用 

⑥ コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用 

⑦ コンクリートの単位水量測定，ひび割れ調査，テストハンマーによる強度推定調査に要する費用 

⑧ 非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状態及びかぶり測定に要する費用 

⑨ 微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測定に要する費用 

⑩ ＰＣ上部工，アンカー工等の緊張管理，グラウト配合試験等に要する費用 

⑪ トンネル工（ＮＡＴＭ）の計測Ａに要する費用 

⑫ 塗装膜厚施工管理に要する費用 

⑬ 溶接工の品質管理のための試験等に要する費用（現場溶接部の検査費用を含む） 

⑭ 施工管理で使用するＯＡ機器の費用（情報共有システムに係る費用（登録料及び利用料）を含む） 

⑮ 品質証明に係る費用（品質証明費） 

⑯ 建設発生土情報交換システム及び建設副産物情報交換システムの操作に要する費用 

上記以外で積上げする項目は，次の各項に要する費用とする。 

(イ) 特殊な品質管理に要する費用 

・土質等試験：品質管理基準に記載されている項目以外の試験 

・地質調査 ：平板載荷試験，ボーリング，サウンディング，その他原位置試験 

(ロ) 現場条件等により積上げを要する費用 

・軟弱地盤等における計器の設置・撤去及び測定・とりまとめに要する費用 

・試験盛土等の工事に要する費用，トンネル（ＮＡＴＭ）の計測Ｂに要する費用 

・下水道工事において目視による出来形の確認が困難な場合に用いる特別な機器に要する費用 

 ・施工前に既設構造物の配筋状況の確認を目的とした特別な機器（鉄筋探査等）を用いた調査に要する費用 

 ・防護柵の出来形管理のための非破壊試験に要する費用 

 (ハ) 施工合理化調査，施工形態動向調査及び諸経費動向調査に要する費用 

 ・調査に要する費用とし、その費用については、間接工事費、一般管理費等の対象とする。 

(ニ) ＩＣＴ建設機械に要する以下の費用 

・システム初期費 

（１工事当り使用機種毎に一式計上とする。施工箇所が点在する工事の場合は，箇所毎に計上するのでは

なく，１工事当り使用機種毎に一式計上を原則とする。） 

・３次元起工測量・３次元設計データの作成費用 

 

(ホ) その他，前記イ，ロ，ハ，ニに含まれない項目で，特に技術的判断に必要な資料の作成に要する費用 

 



Ⅰ-9-①-1 

第９章 土木請負工事における現場環境改善費の

積算 
 

① 土木請負工事における現場環境改善費の積算 

１． 対象となる内容は次のとおりとする。 

工事に伴い実施する現場環境改善（仮設備関係，営繕関係，安全関係）及び地域連携に関するものを対象とする。 

 

２． 適 用 の範 囲 

周辺住民の生活環境への配慮及び一般住民への建設事業の広報活動，現場労働者の作業環境の改善が必要な場合

に適用する。 

 

３． 積 算 方 法 

(１)  現場環境改善費の積算は，以下の方法により行うものとする。ただし，標準的な現場環境改善を行う場合

は率計上とし，特別な内容を実施する場合は積上げ計上とする。 

 

イ．積算方法は以下のとおりとし，現場環境改善費に計上するものとする。 

Ｋ＝i・Pi＋α 

ただし Ｋ：現場環境改善費（単位：円，1000 円未満切り捨て） 

i ：現場環境改善費率（単位：％，小数第３位四捨五入２位止め） 

Pi ：対象額（直接工事費（処分費等を除く共通仮設費対象分）＋支給品費（共通仮設費対象分）

＋無償貸付機械等評価額） 

なお，対象額が５億円を超える場合は５億円とする。 

α ：積上げ計上分（単位 円，1000 円未満切り捨て） 

 

対象額 ： Pi  

現場環境改善費率： ｉ (％) 

大都市（１），（２） 

市街地 
左記以外 

直接工事費(処分費等を除く) 

＋ 

支給品費 

＋ 

無償貸付機械等評価額 

５億円以下の場合 ｉ＝56.6・P i -0.174 i＝39.9･Pi-0.201 

５億円を超える場合 1.73 0.71 

 

ロ．率に計上されるものは，別表－１の内容のうち原則として各計上費目（現場環境改善のうち仮設備関係、

営繕関係、安全関係及び地域連携）ごとに１内容ずつ（いずれか１費目のみ２内容）の合計５つの内容を基

本とした費用である。 

また，選択にあたっては地域の状況・工事内容により組み合わせ，実施費目数及び実施内容を変更しても

良い。 

ハ．積上げ計上分（α）に計上するものは，（２）の「熱中症対策・防寒対策に関する費用」及び「巨額とな

るため現場環境改善費率分で行うことが適当でないと判断されるものの費用」とする。 

ニ.なお、経費率は現場環境改善費の各費目を１本化した全体での率である。 

ホ. 現場環境改善に関する費用の対象額は５億円を限度とする。 
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(２) 熱中症対策・防寒対策に関する費用について 

主に現場の施設や設備に対する熱中症対策・防寒対策に関する費用については，率分での計上ではなく，対

策の妥当性を確認の上，積み上げ計上を行うものとする。なお，積み上げ計上をする場合は，現場管理費に計

上される作業員個人の費用と重複がないことを確認し，率分で計上される額の 50％を上限とする。 

 

(３) 設計変更について 

率に計上されるものについては，設計変更を行わないものとする。ただし，対象金額（Pi）の変動に伴う現

場環境改善費率ｉは変更される。また，積上げ計上分（α）については，内容に変更が生じた場合は設計変更

の対象とする。 

 

［別表－１］ 

計上費目 実施する内容（率計上分） 

現場環境改善 

（仮設備関係） 

１.用水・電力等の供給設備，２.緑化・花壇 

３.ライトアップ施設，４.見学路及び椅子の設置 

５.昇降設備の充実，６.環境負荷の低減 

現場環境改善 

（営繕関係） 

１.現場事務所の快適化（女性用更衣室の設置を含む） 

２.労働宿舎の快適化 

３.デザインボックス（交通誘導警備員待機室） 

４.現場休憩所の快適化 

５.健康関連設備及び厚生施設の充実等 

現場環境改善 

（安全関係） 

１.工事標識・照明等安全施設のイメージアップ（電光式標識等） 

２.盗難防止対策（警報器等） 

地域連携 

１.完成予想図、２.工法説明図、３.工事工程表 

４.デザイン工事看板（各工事 PR 看板含む） 

５.見学会等の開催（イベント等の実施含む） 

６.見学所（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ）の設置及び管理運営 

７.パンフレット・工法説明ビデオ 

８.地域対策費（地域行事等の経費を含む） 

９.社会貢献 

 



2－1－4

２－４ 諸経費

測量作業費に係る諸経費は、別表第１により直接測量費（成果検定費を除く）ごとに求めた諸経費率を当該直

接測量費（成果検定費を除く）に乗じて得た額とする。

別表第１

５０万円 ５０万円を超え １億円を超え
直接測量費

以下 １億円以下 るもの

下記の率と 算定式により算出さ 下記の率とす

する。 れた率とする。 る。

適 用 区 分 等 ただし、変数値は下

記による。

Ａ ｂ

率または変数値 95.8％ 288.50 -0.084 61.4％

対象額が５０万円を超え１億円以下の場合の算定式

Ｚ＝Ａ・Ｘ ｂ

ただし、 Ｚ：諸経費率（単位：％）

Ｘ：直接測量費（単位：円）

Ａ、ｂ：変数値

注）諸経費率（Ｚ）の値は、小数２位を四捨五入して小数１位止めとする。
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１－４ 測量業務費の積算方式 

１－４－１ 測量業務費 

測量業務費は，次の積算方式によって積算するものとする。 

   測量業務費＝(測量作業費)＋(測量調査費)＋(消費税相当額) 

        ＝｛(測量作業費)＋(測量調査費)｝×｛1＋(消費税率)｝ 

 

１．測量作業費 

  測量作業費＝（直接測量費）＋（間接測量費）＋（一般管理費等） 

       ＝（直接測量費）＋（諸経費） 

       ＝｛（直接測量費）－（成果検定費）｝×｛１＋（諸経費率）｝＋（成果検定費） 

 

２．諸経費 

  測量作業費に係る諸経費は，別表第１により直接測量費（成果検定費を除く）毎に求められた諸

経費率を，当該直接測量費（成果検定費を除く）に乗じて得た額とする。 

 

３．測量調査費 

  測量調査費については，「土木設計業務等積算基準」による。 

  「３次元ベクトルデータ作成」及び「３次元設計周辺データ作成」については「ＩＣＴの全面的

な活用の推進に関する実施方針」で定められている各実施要領に基づき，測量調査費として計上す

るものとする。 

  なお，測量調査についての運用は，別表第２による。 

 

 

別表第１ 

 （１）諸経費率標準値 

直 接 測 量 費 

（成果検定費を除く） 
50万円以下 50万円を超え１億円以下 

１億円を 

    超えるもの 

適 用 区 分 等 下記の率とする 

（２）の算出式により求めら 

れた率とする。ただし，変数 

値は下記による。 下記の率とする 

Ａ ｂ 

率 又 は 変 数 値          95.8％ 288.50 －0.084 61.4％ 

 

 

 （２）算出式 

    ｚ＝ Ａ × Ｘｂ 

      ただし，ｚ：諸 経 費 率      （単位：％） 

          Ｘ：直接測量費（単位：円）［成果検定費を除く。］ 

          Ａ，ｂ：変数値 

   （注）諸経費率の値は，小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下１位止めとする。
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設 計 計 上 資 材 単 価 決 定 要 領 

 

１ 適用 

この要領は、山口県の施行する土木工事等の積算に用いる資材単価の決定に適用する。 

ただし、工事の規模、工種、施工箇所、施工条件及び他の要因により、この要領によりがたい

場合は、事業主管課と協議により別途運用することができるものとする。 

 

２ 用語の定義 

（１） 物価資料・・・（一財）建設物価調査会発行の「月刊建設物価」（Ｗｅｂ建設物価）「季 

       刊土木コスト情報」（土木工事標準単価を含む）並びに（一財）経済調 

       査会発行の「月刊積算資料」（積算資料電子版）「季刊土木施工単価」 

（土木工事標準単価を含む）をいう。 

  （２）特別調査・・・調査機関が行う市場価格調査をいう。 

  （３）見積書・・・・メーカー、商社等から見積を徴収したものをいう。 

（４）超大口・・・・基本的に物価資料記載の取引数量（大口）以上の場合をいう。 

 

３ 資材単価の種類 

（１）県標準単価・・・「公共工事設計労務・資材単価表」に掲載している単価をいう。 

（２）物価資料掲載単価・・・２（１）に掲載されている単価をいう。 

（３）特別調査単価・・・資材価格調査が必要な資材について、調査機関にて市場価格調査を

行い、決定する単価をいう。 

（４）見積単価・・・・・（１）～（３）以外で、２（３）により決定する単価をいう。 

 

４ 資材単価の決定方法（別紙２「資材単価決定フロー」参照） 

資材単価の決定については、以下の方法で行うものとし、単価には消費税等相当分を含まない 

ものとする。 

（１） 超大口の場合 

１工事あたりの資材使用量が超大口となる場合は、特別調査により単価を決定する。 

【注意事項】 

・調査機関から特別調査が困難との回答があった場合、見積徴収により単価を定める。 

・１資材の複数規格における数量の合計が超大口に該当する場合は、全ての規格を超大口単 

価とする。 

（例）コンクリート 18-12-40 W/C;60%：200m3、21-8-40 W/C;55%：900m3 の場合 

→合計コンクリート：1,100m3 となり、18-12-40 W/C;60%と 21-8-40 W/C;55%の両方が

超大口単価となる。 

 

（２）県標準単価による場合（県標準単価） 

価格の採用にあたっては、「公共工事設計労務・資材単価表」の各資材分類における留意

事項等を確認のうえ採用する。特に、資材の受け渡しに関しては下記に留意すること。 

 １．分類ごとの留意事項等に資材受け渡しに関する特記事項がないものについては、陸

上運搬の現場持ち込み価格である。 

 ２．現場海上渡しの資材を除き、別途資材の海上運搬を伴うものについては、必要に応

じてその費用を加算することができるものとする。 

別紙１ 
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ウ 物価資料掲載単価の採用月号 

下表のとおりとする。 

 

エ 「季刊土木コスト情報」「季刊土木施工単価」掲載の土木工事標準単価 

      適用範囲に合致する場合に使用できるものとするが、掲載単価に小数点以下の端数

がある場合は端数処理せずに使用すること。ただし、補正や単位換算のための係数を乗

じる場合は５(３)によること。 

 

【注意事項】 

・ 物価資料の掲載価格には、卸売価格～小口価格があるが、原則として卸売価格又は 

大口需要者価格を採用する。 

・ 公表価格として掲載している資材価格は、メーカー等が一般に公表している販売希 

望価格であり、実勢価格と異なるため、積算に用いる単価としない。 

・ 価格の採用にあたっては、記載されている注意事項を確認のうえ採用すること。 

・ 積算に使用する鉄鋼価格は、設計標準歩掛表又は別途定めのある場合を除き、市中価格を 

採用するものとする。 

        

（４） 特別調査による場合（特別調査単価） 

ア 次に示す資材単価の決定にあたっては、特別調査により決定することを原則とする。 

（ア）（１）により超大口となる場合。 

（イ）（２）、（３）に掲載がなく１資材の調達金額（資材単価×使用数量）が 100万円以

上の資材。なお，同一工事の１資材に複数の規格がある場合については，その合

計額で上記判断を行うものとする。 

（ウ）橋梁用ゴム支承（タイプＢ） 

（エ）その他、歩掛表等で特別調査によることが指定されている資材の場合。 

イ 調査依頼の方法 

    発注機関は、特別調査の対象となる資材の仕様、数量を取りまとめ、調査機関へ調査

依頼を行う。なお、調査業務委託の契約事務は、技術管理課にて行うものとする。 

 

【注意事項】 

・調査機関から特別調査が困難との回答があった場合、見積徴収により単価を定める。 

 

（５） 見積書により決定する場合（見積単価） 

ア 見積依頼に当たっての留意事項 

（ア） 原則としてメーカー、商社等３者以上に文書で依頼する。ただし、特殊な資材 

等で単価の見積依頼先が３者未満の場合は、１者又は２者の見積価格を採用するこ 

入札公告及び指名通知日 採用月号 入札公告及び指名通知日 採用月号 

４月 １日以降 ３月号/冬号 １０月 １日以降 ９月号/夏号 

５月 １日以降 ４月号/冬号 １１月 １日以降 １０月号/夏号 

６月 １日以降 ５月号/冬号 １２月 １日以降 １１月号/夏号 

７月 １日以降 ６月号/春号  １月１５日以降 １２月号/秋号 

８月 １日以降 ７月号/春号  ２月 １日以降 １月号/秋号 

９月 １日以降 ８月号/春号  ３月 １日以降 ２月号/秋号 



運 1-6 

 

とができる。 

（イ） 複数の資材を見積依頼する場合は、その資材が個別に機能するか、一体で機能 

するかを確認すること。 

（ウ）依頼文書には、下記の見積条件等を明示する。 

（ａ）施工場所 

（ｂ）有効期限 

（ｃ）資材の特記仕様事項（形状寸法、品質、規格、数量、納入時期）等 

（ｄ）実勢取引価格であること。 

（ｅ）複数の資材を見積依頼する場合、「資材を個別で採用するか、一連で採用するか」 

（ｆ）開示請求があった場合は、開示すること。 

（ｇ）消費税を含まないこと。 

（ｈ）提出された見積に不明な点がある場合は、確認を行う場合がある旨。 

（ｉ）提出する見積に有効期限を記載すること。 

イ 徴収した見積の取扱方法 

（ア）徴収した見積の形状・寸法、規格、数量、性能、有効期限などが条件を満たしていな

いものを排除する。 

（イ）上記（ア）の後、徴収した見積の平均値を算出し、±30%の範囲を外れる単価を異常

値として排除する。 

（ウ）上記（イ）の後、平均値を算出し、その値を採用する。 

        なお、端数処理方法は、円単位とし、円未満は切り捨てる。ただし、円未満を切り捨

てると有効数字が２桁以下となる場合は、有効数字桁数は３桁とし、有効数字桁数よ

り下の桁は切り捨てる。 

     （エ）上記（イ）、（ウ）の計算はそれぞれ１回のみ行う。 

（オ）特殊な資材等で単価の見積依頼先が１社しか無く、その１社の見積単価を採用する

場合は、端数処理は行わない。 

 

（６） １工事で複数の資材を見積徴収する場合の取扱方法 

複数の資材が一体として機能する場合は、複数資材の総価で（５）イと同様の扱いとする 

が、見積徴収にあたっては、事業主管課と協議すること。 

【注意事項】 

・見積は、積算の手間を省略し、違算を防止するため、現場渡し価格とする。また、加 

工を含む資材の場合は、原則、加工費を含んだ単価とする。 

 

５ その他留意事項 

（１） 契約に基づく夜間作業の場合で通常の単価と夜間単価が異なる時の資材単価は、原則と

して夜間単価とする。 

（２） 資材単価計上にあたっては、取卸し方法を確認し、運賃の二重計上をしないこと。 

（３） 県標準単価、物価資料掲載単価等に、補正や単位換算のための係数を乗じた単価を計上

する場合は、円単位とし、円未満は切り捨てる。ただし、円未満を切り捨てると有効数字が

２桁以下となる場合は、有効数字桁数は３桁とし、有効数字桁数より下の桁は切り捨てる。 

（４） 積算に使用する単価は消費税抜きの価格とし、消費税込みの価格（有料道路料金・鉄道

料金等）は、消費税率で割り戻して計上すること。なお、端数処理については、５（３）

による。 
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※１ 物価資料等に示す「大口需要家渡し単価の取引数量」を超えることをいう。 

   ※２ 「月刊建設物価」（Web 建設物価）及び「月刊積算資料」（積算資料電子版）を指す。 

   ※３ １つの資材に係る「単価」×「数量」の金額を指す。 
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 Ｙes （１）特別調査単価を用いる 

          [P運 1-3] 
[判定１] 

超大口取引※１か？ 

 

[判定 2] 

労務・資材単価表に 

掲載があるか？ 

 
Ｎo 

[判定 3] 

物価資料※2に採用可能地区の 

掲載があるか？ 

Ｙes 

特

別

調

査

不

能

の

場

合 

 

[判定 4] 

１資材の調達金額※3が 

100万円以上か？ 

又は橋梁 Bタイプ支承か？ 

Ｎo 

資材単価決定フロー 
別紙２ 
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１－５ 作業区分及び業務内容 

作業区分 業務内容 

 

測

量

業

務 

現地打合せ協議 ・業務の対象範囲及び復旧工法等の方針について、箇所毎に

現地で発注者と受注者が確認する。 

・発注者及び受注者が現地立会により、被災箇所の起終点、

測量延長、測量幅、中間点（変化点）を確認し、受注者が

被災箇所の起終点及び中間点（変化点）に木杭を設置する。 

基準点設置測量 ・ＧＮＳＳ測量機を用いるネットワーク型ＲＴＫ測量（単点

観測法）を利用して基準点（新点）の設置を行う。 

平面測量（見取り） 

（道路・河川） 

・被災箇所の平面図を、ポール、スタッフ、測量テープ程度

の測量機器を用いて、現地で見取りながら作成する。 

・縮尺は 1/500～1/1000程度とし、台帳等既存資料（道路台

帳、航空写真、河川台帳、森林基本図等）を活用する。 

平面測量（見取り：無

人航空機〔UAV〕） 

（道路・河川） 

・被災箇所の平面図を、無人航空機〔UAV〕を使用し撮影し

た画像を用いて作成する。 

・縮尺は 1/500～1/1000程度とする。 

平面測量 

〔ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ〕 

・被災箇所の平面図をトータルステーションを用いて作成す

る。 

・縮尺は 1/500～1/1000程度とし、台帳等既存資料（道路台

帳、航空写真、河川台帳、森林基本図等）を活用する。 

縦断測量 ・直接水準測量または間接水準測量により作成する。 

・縮尺は、縦 1/100、横 1/1000程度とする。 

横断測量 ・直接水準測量または間接水準測量により作成する。 

・縮尺は、1/100～1/200程度とする。 

ポール横断測量 

（道路） 

・被災箇所の横断図を、ポール、スタッフ、測量テープ程度

の測量機器を用いて測量し、作成する。 

・縮尺は、1/100～1/200程度とする。 

 

 

 

ポール横断測量 

（河川） 
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作業区分 業務内容 

 

測

量

業

務 

被災写真の撮影・整理（道路）

（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ・GPS等測量） 

・被災箇所の写真を撮影し、台紙に貼付けて、スケ

ールの貼付、距離表示、流水（路線）方向、起終

点、測点、被災前断面の表示、撮影年月日等を朱

色のペンなどで記入する。電子データ処理による

方法も可とする。 

・全景写真、部分写真、横断写真、起終点詳細写真、

前後（上下流）施設の現況写真、被災原因写真、

周辺・背後地の状況写真、水位痕跡の撮影、撮影

方向図の作成等を行う。 

被災写真の撮影・整理（道路）

（ポール測量） 

被災写真の撮影・整理（河川）

（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ・GPS等測量） 

被災写真の撮影・整理（河川）

（ポール測量） 

河川環境特性整理票 

（Ａ表）作成 

・被災箇所の河川環境特性整理票（Ａ表）を作成す

る。 

設計流速算定表 

（Ｂ表）作成 

・護岸選定のための外力として、護岸近傍に作用す

る代表流速を設計流速算定表（Ｂ表）に基づき算

定する。 

河川環境特性整理票（Ａ表）

（省略版）作成 

・１箇所工事内に複数の被災があり重複部分を省略

したＡ表を作成する。 

 

設

計

業

務 

災害査定設計（道路） 

（総合単価） 

・災害査定設計書の作成に必要な図面作成（計画平

面図、計画縦断図、計画横断図、展開図、及び構

造図）、及び数量計算を行う。 

・「山口県災害査定設計書作成マニュアル」、「災害手

帳」に記載されている選定フローに沿って工法を

選定し、設計する。 

災害査定設計（道路） 

（積上積算） 

災害査定設計（河川） 

（総合単価） 

災害査定設計（河川） 

（積上積算） 

災害実施図面等作成 

（道路・河川） 

（総合単価） 

・査定決定を受けた設計書を基に、工事発注のため

の実施設計書作成に必要な図面作成（計画平面図、

計画縦横断図、展開図、及び構造図）、及び数量計

算を行う。 

災害実施図面等修正 

（道路・河川） 

（積上積算） 

・査定決定を受けた朱書き修正以外の修正が必要な

設計書について、工事発注のために必要な図面修

正（計画平面図、計画縦横断図、展開図、及び構

造図）、及び数量計算を行う。 
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第２章 災害査定用測量設計業務標準歩掛 

第１節 測量業務標準歩掛 

１－１ 現地打合せ協議 

（１０箇所当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

現地打合せ協議 

（ SH801 ） 
0.75 1.0      

 

１－２ 基準点設置測量 

ＧＮＳＳ測量機を用いるネットワーク型ＲＴＫ測量（単点観測 

 法）を利用して基準点（新点）の設置を行う。 

（２０点当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

基準点設置測量 

（ SH837 ） 
2.0 2.0 2.0  2.5％ 2.5％ 2.5％ 

（注）１．機械経費、通信運搬費等、材料費については、上表の標準歩掛における各費目

の直接人件費に対する割合に基づき別途計上する。 
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１－３ 平面測量（見取り） 

本歩掛の適用範囲は、箇所延長 15m程度以下とする。 

トータルステーションを用いた細部測量を行う場合には適用しない。 

（１０箇所当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

平面測量（見取り） 

（道路・河川） 

（ SH803 ） 

 1.5 1.5 1.5 6.0％ 0.5％ 2.0％ 

（注）１．機械経費、通信運搬費等、材料費については、上表の標準歩掛における各費目

の直接人件費に対する割合に基づき別途計上する。 

 

１－４ 平面測量（見取り：無人航空機〔UAV〕） 

本歩掛の適用範囲は、箇所延長 50m程度以下とする。 

トータルステーションを用いた細部測量を行う場合には適用しない。 

（１０箇所当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

平面測量（見取り：無人航空

機〔UAV〕） 

（道路・河川） 

（ SH805 ） 

 2.0 2.0 4.0 10.0％ 2.0％ 3.0％ 

（注）１．機械経費、通信運搬費等、材料費については、上表の標準歩掛における各費目

の直接人件費に対する割合に基づき別途計上する。 
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１－５ 平面測量 

被災箇所の状況をトータルステーションを用いて測量し、台帳等の既存デー

タ（ＣＡＤ、ＴＩＦＦ等）を活用して平面図を作成する。 

台帳等の既存データがない場合にも適用する。 

（千ｍ２当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

平面測量 

（ SH839 ） 
0.5 1.5 0.5  7.5％ 0.5％ 3.0％ 

（注）１．機械経費、通信運搬費等、材料費については、上表の標準歩掛における各費目

の直接人件費に対する割合に基づき別途計上する。 

   ２．作業量の補正にあたり、本表の標準歩掛に対して表１－１の補正係数を乗じる

ものとする。 

               表１－１ 

測量面積 500ｍ2未満/箇所 

補正係数 0.5 

 

１－６ 縦断測量 

直接水準測量または間接水準測量に適用する。 

（１００ｍ当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

縦断測量 

（ SH841 ） 
0.15 0.15 0.11  2.5％  3.0％ 

（注）１．機械経費、材料費については、上表の標準歩掛における各費目の直接人件費に

対する割合に基づき別途計上する。 
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１－７ 横断測量 

直接水準測量または間接水準測量に適用する。 

（１０断面当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

横断測量 

（ SH843 ） 
2.06 2.12 1.36  2.5％  3.0％ 

（注）１．機械経費、材料費については、上表の標準歩掛における各費目の直接人件費に

対する割合に基づき別途計上する。 

   ２．作業量の補正にあたり、本表の標準歩掛に対して表１－２の補正係数を乗じる

ものとする。 

                                    表１－２ 

測 量 幅 45ｍ未満 
45ｍ以上 

75ｍ未満 

75ｍ以上 

95ｍ未満 

95ｍ以上 

105ｍ未満 

補正係数 1.0 1.2 1.5 2.0 

 

１－８ ポール横断測量 

本歩掛の適用範囲は、測量幅 45m未満とする。 

（１０断面当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

ポール横断測量（道路） 

（ SH807 ） 
 1.0 2.0 1.0 3.0％  3.0％ 

ポール横断測量（河川） 

（ SH809 ） 
 1.0 2.0 2.0 3.0％  3.0％ 

（注）１．機械経費、材料費については、上表の標準歩掛における各費目の直接人件費に

対する割合に基づき別途計上する。 

２．河川については、片岸は１断面、両岸は２断面として断面数を算出する。 
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１－９ 被災写真の撮影・整理 

（１０断面当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

軽
作
業
員 

被災写真の撮影・整理 

（道路） 

（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ・GPS等測量） 

（ SH811 ） 

 1.0 2.0 2.0  3.0％  3.0％ 

被災写真の撮影・整理 

（道路） 

（ポール測量） 

（ SH813 ） 

 1.0 2.0 3.0  3.0％  3.0％ 

被災写真の撮影・整理 

（河川） 

（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ・GPS等測量） 

（ SH815 ） 

 1.0 2.5 2.5   2.0％ 3.0％ 

被災写真の撮影・整理 

（河川） 

（ポール測量） 

（ SH817 ） 

 1.0 3.0 3.0  2.5％  3.0％ 

（注）１．機械経費、通信運搬費等、材料費については、上表の標準歩掛における各費目

の直接人件費に対する割合に基づき別途計上する。 

２．河川については、片岸は１断面、両岸は２断面として断面数を算出する。 

３．無人航空機〔UAV〕を用いる場合もﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ・GPS 等測量の作業区分を適用す

る。 
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１－１０ 河川環境特性整理票（Ａ表）作成 

（１０箇所当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

河川環境特性整理票（Ａ表）

作成 

（ SH819 ） 

2.0 3.2   2.0％  2.0％ 

（注）１．機械経費、材料費については、上表の標準歩掛における各費目の直接人件費に

対する割合に基づき別途計上する。 

 

１－１１ 設計流速算定表（Ｂ表）作成 

（１０断面当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

設計流速算定表（Ｂ表）作成 

（ SH821 ） 
1.0 1.5   2.0％  3.0％ 

（注）１．機械経費、材料費については、上表の標準歩掛における各費目の直接人件費に

対する割合に基づき別途計上する。 

   ２．断面数は、設計流速算定に用いる検討断面数を計上する。 

 

１－１２ 河川環境特性整理票（Ａ表）（省略版）作成 

（１０箇所当り） 

作業区分 

直接人件費 

機
械
経
費 

通
信
運
搬
費
等 

材
料
費 

測
量
技
師 

測
量
技
師
補 

測
量
助
手 

測
量
補
助
員 

河川環境特性整理票（Ａ表）

（省略版）作成 

（ SH823 ） 

1.0 1.0   2.0％  1.0％ 

（注）１．機械経費、材料費については、上表の標準歩掛における各費目の直接人件費に

対する割合に基づき別途計上する。 



運 12-10 

 

第２節 設計業務標準歩掛 

２－１ 災害査定設計 

被災した道路管理施設及び河川管理施設について、個別の安定計算を必要と

せず、標準設計や経験に基づく設計を使用する工種で原形復旧（原形機能復旧）

するものに適用する。 

「山口県災害査定設計書作成マニュアル」、「災害手帳」に記載されている選

定フローで対応できず、比較検討並びに安定計算等の詳細な設計が必要な場合

は、山口県業務関係積算基準及び標準歩掛表等により別途計上する。 

次の（１）～（６）に示す箇所については、適用しない。 

 （１） 地すべり対策工法を実施する箇所 

 （２） 橋梁、高架構造物、トンネルに係る箇所 

 （３） 路線測量等が必要な法線変更を伴う箇所 

 （４） 特殊な工法を実施する箇所 

 （５） 改良復旧を実施する箇所 

 （６） その他 個別の安定計算を必要とする工種 

（耐震設計を必要とする擁壁工、アンカー工等） 

なお、砂防設備の流路工（護岸工、床固工、帯工、護床工）には河川の作業

区分を適用するが、堰堤工、流木対策工には適用しない。 

（１０断面当り） 

作業区分 

直接人件費 直接経費 

技 師

（Ａ） 

技 師

（Ｂ） 

技 師

（Ｃ） 
技術員 

電子計算機 

使用料 

災害査定設計（道路）（総合単価） 

（ SH825 ） 
  2.0 3.0 2.0％ 

災害査定設計（道路）（積上積算） 

（ SH827 ） 
  3.0 5.0 2.0％ 

災害査定設計（河川）（総合単価） 

（ SH829 ） 
  3.0 4.0 2.0％ 

災害査定設計（河川）（積上積算） 

（ SH831 ） 
  4.0 6.0 2.0％ 

（注）１．電子計算機使用料は、直接経費として、直接人件費の２％を計上する。 

２．河川については、片岸は１断面、両岸は２断面として断面数を算出する。 

３．原形復旧（原形機能復旧）に必要な工種の設計は全て含む。 

４．仮設計画（安定計算を必要としないものに限る）を含む。 

５．査定時の朱書き修正は含むが、査定決定後の実施図面への修正は含まない。 

６．打合せ協議を含む。 
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２－２ 災害実施図面等作成 

（１０断面当り） 

作業区分 

直接人件費 直接経費 

技 師

（Ａ） 

技 師

（Ｂ） 

技 師

（Ｃ） 
技術員 

電子計算機 

使用料 

災害実施図面等作成（道路・河川） 

（総合単価） 

（ SH833 ） 

  1.0 2.0 2.5％ 

（注）１．電子計算機使用料は、直接経費として、直接人件費の２．５％を計上する。 

２．河川については、片岸は１断面、両岸は２断面として断面数を算出する。 

 

２－３ 災害実施図面等修正 

（１０断面当り） 

作業区分 

直接人件費 直接経費 

技 師

（Ａ） 

技 師

（Ｂ） 

技 師

（Ｃ） 
技術員 

電子計算機 

使用料 

災害実施図面等修正（道路・河川） 

（積上積算） 

（ SH835 ） 

  1.25 1.25 2.0％ 

（注）１．電子計算機使用料は、直接経費として、直接人件費の２％を計上する。 

２．河川については、片岸は１断面、両岸は２断面として断面数を算出する。 
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１ 適用範囲 

本歩掛は、山口県が発注する砂防メンテナンス工事のための既存施設の調査、対

策工法検討の業務委託（以下、「砂防メンテ」という。）、砂防工事のための渓流

調査、資料作成等に適用する。 

 

２ 業務委託費 

業務委託費については、最新の「業務関係積算基準及び標準歩掛表 山口県」の

地質調査業務、土木設計業務積算基準を適用する。 

 

３ 業務内容 

(1) 資料整理（砂防メンテ） 

対象渓流についての既存資料（緊急点検結果、砂防ボランティアによる点検結

果、既存報告書、砂防台帳 等）の整理を行う。 

 

(2) 現地踏査（砂防メンテ） 

対象渓流において、資料整理結果を踏まえ、既設設備の変状内容およびその他

周辺状況（地形・地質状況）を把握するための現地踏査を行う。 

 

(3) 渓流調査（共通） 

ア 流域図作成（1渓流あたり） 

既存の地形図・土砂法数値地図

（土砂災害防止法に使用する数値

地図 縮尺 1/2,500）等に対象流域

範囲・保全対象・流域面積の値（計

画基準点ならびに補助基準点より

上流）・谷地形（0次谷含む）を示

すこと。 

  

イ 移動可能土砂量調査・立木幅調査 

アの流域図により、計画基準点から上流に向かって、本渓流および支渓の最遠

点まで、渓流幅、移動可能土砂幅・深さ、立木幅を測定すること。 

谷次数が変化しない場合は、その範囲の形状および特性を表す 1地点のみの調

査を基本とすること（ただし、大幅に移動可能土砂量・立木幅が異なる地点があ

る場合、最小限の範囲で追加調査することは差し支えない）。また、谷次数が変

化する度に、1地点追加調査を行うこと。 

測定は、リボンテープ、ロッド、ポール、スタッフ等の簡単な器具で行い、土

砂の深さは、簡易貫入試験や鉄筋等の打ち込みによる確認を行うが、転石等によ

り測定不可能である場合は、前後の状況を考慮すること。各地点における調査結

谷次数の考え方については、 

山口県砂防技術基準を参考に 

すること。 

a 

b 
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果は、見取り横断図、写真等で整理するものとし、立木幅についても測量を行う

ものとすること。 

現地確認の結果、地形図・土砂法数値地図等において 0 次谷を呈しているが、

谷地形を呈していない場合は、現地写真を撮影し、移動可能土砂量・立木幅調査

を省略する。 

 

ウ 巨礫粒径調査（1渓流あたり） 

堰堤計画地点より上流及び下流各々約 200m 間の渓流において巨礫粒径調査を

行う。調査は 200個以上の巨礫について、地表面で確認できる 2辺（深さ方向を

除く）を測定し平均値を礫径とする。さらに、この礫径について累加曲線を作成

し、累積値の 95%に相当する礫径を最大礫径(d95)、累積値の 80%に相当する礫径

を最多礫径（d80）、累積値の 50%に相当する礫径を平均礫径(d50)とする。礫径

は 10cm単位で示す。 

 

エ 流木サンプリング調査（1箇所あたり） 

流木量を算定するため、10m×10m の範囲において、樹木の胸高直径・高さに

ついて調査する。サンプリング場所は流域内の林相を反映した場所とする。渓流

に近接した場所が望ましいが、渓流をまたぐようなサンプリング範囲とはしない。 

 

(4) 変状調査（砂防メンテ） 

既設設備（主に堰堤、前庭保護工）の亀裂、破損等の変状の調査を行い、損傷

図（スケッチ）を作成する。また、損傷状況をポール、クラックスケール等簡易

な測定器具を用いて写真に記録する。 

なお、歩掛は、面積あたりのものであり、その面積は、水平もしくは鉛直投影

面積とする。 

 

(5) 地質調査（砂防メンテ） 

既存設備の根入れや支持地盤を把握するために、堰堤位置のボーリング調査を

行う（φ66、鉛直下方、50m以下）。調査孔はセメントモルタル等を用いて適切に

復旧する。 

ボーリング機械の運搬、仮設については、標準歩掛にて別途計上すること。 

 移動可能土砂量の算定とは、右図にお

いて幅Ｂと堆積厚Ｄｅを計測することで

ある。 
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(6) 材料試験（砂防メンテ） 

既存設備の材料特性を把握するために、材料試験を行う。 

ア コア採取・復旧 

室内試験を行うためにコア採取（供試体作成を含む）を行い、調査孔はセメン

トモルタル等を用いて適切に復旧する。 

採取するコアは圧縮強度試験、密度試験の供試体を作成できる大きさのものと

する。なお、足場等の仮設、機械経費については、歩掛に含まれる。 

 

イ 圧縮強度試験 

採取したコアの一軸圧縮強度を測定する（JIS A 1107 コンクリートからのコ

アの採取方法及び圧縮強度試験方法）。 

 

ウ 密度試験 

採取したコアの密度を測定する（JIS A 1110 粗骨材の密度及び吸収率試験に

準ずる）。 

 

(7) 対策工設計（砂防メンテ） 

既存設備を有効活用し、現在の基準に対して安定性や機能を満足する設備へ改

築する工法（増厚、ひび割れ注入等）の詳細設計を行う。 

なお、対象の施設は、堤高 15m未満を想定している。 

 

ア 設計計画 

業務の目的・主旨を把握したうえで、業務内容を確認し、業務計画書を作成す

る。 

 

イ 基本事項決定 

現地条件を確認し、設計に必要な基本事項（地質条件、設計条件、環境条件等）

の決定を行う。 

 

ウ 比較案作成 

決定した基本事項に基づき、対策工法を選定し比較案を作成する（3案程度）。 

 

エ 施設設計（本堰堤工） 

立案した比較案に対して設計し、図面作成等を行う。 

 

オ 概算工事費 

比較案それぞれに対して概算工事費を算定する。 
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カ 最適案の選定 

比較 3案に関する検討結果をまとめ、最適案を選定する。 

 

キ 施設設計（副堰堤工） 

  副堰堤工に損傷がある場合に、補修工法を計画し、図面作成等を行う。 

  ※垂直壁も副堰堤工に準じる 

 

ク 施設設計（水叩き工） 

  水叩き工に損傷がある場合に、補修工法を計画し、図面作成等を行う。 

 

ケ 施設設計（側壁護岸工） 

  側壁護岸工に損傷がある場合に、補修工法を計画し、図面作成等を行う。 

※片岸・両岸問わない 

 

コ 施設設計（床固工） 

  床固工に損傷がある場合に、補修工法を計画し、図面作成等を行う。 

 

サ 施工計画検討 

最適案について、施工方法、施工順序を考慮し、施工計画を作成するとともに、

仮設工、転流工の検討を行う。 

 

シ 数量計算 

数量計算を実施し、数量計算書を作成する。 

 

ス 照査 

照査技術者により照査を行う。 

 

(8) 報告書作成（砂防メンテ） 

以上の成果を報告書に取りまとめる。 

 

(9) 砂防指定地申請資料作成（通常砂防） 

下記の資料を作成する。構造協議完了後、詳細設計業務中に作成する事を想定し

ている。 

・砂防指定地編入申請書 

・指定理由調書 

・土地調書（区域の表示、面積） 

・位置図 
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・流域図 

・実測平面図 

・写真（全景写真、主要地点の写真及び写真位置図） 

・不動産登記簿 

・不動産登記法 17条に規定する地図 

なお、用地関係の資料が揃わず記入できない項目は空欄での納品とする。 

 

(10) 砂防設備台帳作成（通常砂防） 

 下記の資料を作成する。構造協議完了後、詳細設計業務中に作成する事を想定

している。 

Ｄ ：砂防ダム台帳 

ＤＤ：管理用道路台帳 

Ｈ ：砂防指定地平面図 

ＨＳ：詳細平面図 

Ｐ ：状況写真表（※工事前のため、写真の貼り付けはせず、項目のみの入力） 

Ｓ ：砂防設備台帳 

Ｚ ：図表 

なお、工事前であるため、現地での計測はせず、設計資料を基に台帳を作成す

る。 

 

４ 直接人件費 

(1) 資料整理（砂防メンテ）（ SH901 ） 

代価表 1    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 1.0  

主任地質調査員  人 1.0  

地質調査員  人 1.0  

 

(2) 現地踏査（砂防メンテ）（ SH903 ） 

代価表 2    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 2.0  

主任地質調査員  人 -  

地質調査員  人 2.0  
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(3) 渓流調査（砂防メンテ、全計作成） 

ア 流域図作成（ SH905 ） 

代価表 3    （1渓流あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 1.0  

主任地質調査員  人 1.0  

地質調査員  人 1.0  

 

イ 移動可能土砂量・流木幅調査（ SH907 ） 

代価表 4    （10断面あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 10.0  

主任地質調査員  人 10.0  

地質調査員  人 10.0  

 

ウ 巨礫粒径調査（ SH909 ） 

代価表 5    （1渓流あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 -  

主任地質調査員  人 3.0  

地質調査員  人 3.0  

 

エ 流木サンプリング調査（ SH911 ） 

代価表 6    （10箇所あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 5.0  

主任地質調査員  人 5.0  

地質調査員  人 -  

 

(4) 変状調査（砂防メンテ）（ SH913 ） 

代価表 7    （100m2あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 2.0  

主任地質調査員  人 2.0  

地質調査員  人 2.0  

諸雑費 高圧洗浄機損料、テープ等 % 3.0 直接人件費×率 

※ 諸雑費は、上表の率を上限として計上する 
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(5) 地質調査 コンクリートボーリング（砂防メンテ）（ SH915 ） 

代価表 8    （10mあたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 2.0  

主任地質調査員  人 2.0  

地質調査員  人 2.0  

諸雑費 機械器具損料・燃料費等 % 30.0 直接人件費×率 

※ 諸雑費は、上表の率を上限として計上する 

 

(6) 材料試験（砂防メンテ） 

ア コア採取・復旧（ SH917 ） 

代価表 9    （10試料あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 1.5  

主任地質調査員  人 1.5  

地質調査員  人 1.5  

諸雑費 機械器具損料・燃料費等 % 30.0 直接人件費×率 

※ 諸雑費は、上表の率を上限として計上する 

 

 

イ 圧縮強度試験（ SH919 ） 

代価表 10    （10個あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 0.1  

主任地質調査員  人 -  

地質調査員  人 1.5  

諸雑費 試験機・天秤・ノギス等損料 % 40.0 直接人件費×率 

※ 諸雑費は、上表の率を上限として計上する 

 

ウ 密度試験（ SH921 ） 

代価表 11    （10個あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

地質調査技師  人 0.1  

主任地質調査員  人 -  

地質調査員  人 1.5  

諸雑費 乾燥機・天秤等損料 % 40.0 直接人件費×率 

※ 諸雑費は、上表の率を上限として計上する 
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(7) 対策工設計（砂防メンテ） 

ア 設計計画（ SH923 ） 

代価表 12    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 0.5  

技師（A）  人 1.5  

技師（B）  人 1.5  

 

イ 基本事項決定（ SH925 ） 

代価表 13    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 1.0  

技師（A）  人 1.5  

技師（B）  人 1.0  

 

ウ 比較案決定（ SH927 ） 

代価表 14    （1基あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 0.5  

技師（B）  人 2.0  

技師（C）  人 2.0  

技術員  人 -  

    

エ 施設設計(本堰堤工)（ SH929 ） 

代価表 15    （1基あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 0.5  

技師（A）  人 2.0  

技師（B）  人 2.0  

技師（C）  人 4.5  

技術員  人 4.5  
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オ 概算工事費（ SH931 ） 

代価表 16    （1基あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 -  

技師（B）  人 0.5  

技師（C）  人 2.0  

技術員  人 2.0  

 

カ 最適案の選定（ SH933 ） 

代価表 17    （1基あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 0.5  

技師（A）  人 1.0  

技師（B）  人 1.0  

 

キ 施設設計(副堰堤工)（ SH945 ） 

代価表 18    （1基あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 0.5  

技師（B）  人 2.0  

技師（C）  人 3.0  

技術員  人 3.0  

 

ク 施設設計(水叩き工)（ SH947 ） 

代価表 19    （1箇所あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 -  

技師（B）  人 0.5  

技師（C）  人 0.5  

技術員  人 1.0  
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ケ 施設設計(側壁護岸工)（ SH949 ） 

代価表 20    （1箇所あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 -  

技師（B）  人 0.5  

技師（C）  人 1.0  

技術員  人 1.0  

 

コ 施設設計(床固工)（ SH951 ） 

代価表 21    （1箇所あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 -  

技師（B）  人 1.0  

技師（C）  人 1.5  

技術員  人 1.0  

 

サ 施工計画検討（ SH935 ） 

代価表 22    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 1.0  

技師（B）  人 2.0  

技師（C）  人 2.0  

技術員  人 1.0  

 

シ 数量計算（ SH937 ） 

代価表 23    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 -  

技師（B）  人 3.0  

技師（C）  人 4.0  

技術員  人 5.0  
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ス 照査（ SH939 ） 

代価表 24    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 0.5  

技師（A）  人 1.5  

技師（B）  人 1.0  

 

(8) 報告書作成（砂防メンテ）（ SH943 ） 

代価表 25    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 1.0  

技師（A）  人 2.0  

技師（B）  人 3.0  

技師（C）  人 2.0  

技術員  人 1.0  

 

(9) 砂防指定地申請資料作成（ SH953 ） 

代価表 26    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 0.5  

技師（A）  人 1.0  

技師（B）  人 1.5  

技師（C）  人 2.0  

技術員  人 -  

 

(10) 砂防設備台帳作成（ SH955 ） 

代価表 27    （1式あたり） 

費目・工種など 規格など 単位 数量 摘要 

主任技師  人 -  

技師（A）  人 0.5  

技師（B）  人 1.0  

技師（C）  人 2.0  

技術員  人 3.0  

 


